別紙４
附帯事務費明細書
(単位：千円)
	科　目
	内　容
	金　額
	積　算　内　訳
	使　　途

	人 件 費
	
	（　　　）


	
	

	旅　　費
	
	（　　　）


	
	

	庁　　費
	
	（　　　）


	
	

	その他
	
	（　　　）


	
	

	合　計
	
	（　　　）


	


(注)

１．変更申請の場合には、変更前の記載内容を上段（　）書で記載すること。

２．作成にあたっては、（別表）科目別使途内訳を参考にすること。

３．積算内訳の欄には，当該経費に係る額の算出についての積算の内訳を詳細に記載すること。

４．使途の欄には、必要に応じて、当該積算内訳についての使途の内容を記載すること。
　
　

事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（別表）

科目別使途内訳

	科目
	内　　　　容

	人件費
	賃　金
	当該事業の実施のために新たに(専任で)雇用した事業執行に直接必要なアルバイト等の賃金（ただし、庶務、経理等の一般管理事務に従事する者を除く）人件費の合計額は、原則として附帯事務費総額の３０％以内とする。

	旅　費
	旅　費
	事業執行に直接必要な出張、関係機関との連絡等に必要な旅費

	庁　費
	需 用 費

（物品購入の場合は、単価２万円未満のものに限る。）
	文具費、消耗器材費等消耗品費、自動車等の燃料費、図書、報告書、帳簿等の印刷、製本代等印刷製本費、電気、水道、瓦斯等の使用料、同計器使用料等光熱水費並びに事務用器具及び自動車等備品の修繕料

	
	役 務 費
	郵便、電信電話料及び運搬料等通信運搬費、物品保管料、倉庫料等保管料、物品取扱手数料、報告書等の筆耕料並びに自動車損害保険料等

	
	使用料及び賃借料
	自動車借上、会場借上、物品その他の借上等使用料及び賃貸料


（注）以下の経費については、申請できない経費

	項目
	説明

	建物等施設の建設、不動産取得に関する経費
	但し、本補助金で購入した設備・備品を導入することにより必要となる軽微な据付費等については、申請可能。

	事業を実施する者の人件費
	応募者の構成員又は応募者の構成員に所属する者で、事業を実施するものの人件費

	技術補助者等に支払う経費のうち、労働時間に応じて支払う経費以外の経費
	雇用関係が生じるような月極の給与、退職金、ボーナス等の各種手当。

但し、労働者派遣事業者との契約により技術者等を受け入れるために必要な経費については申請可能。

	国内外を問わず、単なる学会出席のための交通費、宿泊費、参加費
	但し、補助金の対象となった事業に関する成果発表会を行う場合は申請可能。

	効果の検証中に発生した事故・災害の処理のための経費
	―

	その他、当該事業における効果の検証の実施に関連性のない経費
	―

	当該事業申請費用
	申請書作成費及び事務代行費。申請に伴う、交通費、宅急便費、

郵送費、印刷代、事務用品費等。
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